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株　主　各　位
東京都豊島区東池袋三丁目１番１号

フ ィ ー チ ャ 株 式 会 社
代表取締役社長CEO 脇 健 一 郎

第18回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第18回定時株主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容であ

る情報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとってお

り、インターネット上の当社ウェブサイトに「第18回定時株主総

会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の当社ウェブ

サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあ

げます。

　当社ウェブサイト https://ficha.jp/ir/

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証

券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以

下よりご確認ください。

　下記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（フィー

チャ）または証券コード（4052）を入力・検索し、「基本情

報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書類」に

ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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１．日 時 2023年９月28日（木曜日）午前10時
（受付開始予定：午前９時30分）

２．場 所 東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
サンシャインシティ　ワールドインポートマートビル５階
サンシャインシティ　コンファレンスルーム　Room15
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第18期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第18期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）計算書
類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

取締役５名選任の件
監査役３名選任の件

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討

のうえ、議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ

き、2023年９月27日（水曜日）午後６時までに到着するよう折り

返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。

２．議決権行使書面において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意
思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

３．本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供
措置事項を記載した書面をお送りいたしますが、電子提供措置事項のうち、
連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款第18条の規定
に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算
書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際し
て監査をした対象書類の一部であります。

４．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにそ
の旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当社グループは、「Make Things Intelligent」をミッションに掲げ、

画像認識ソフトウェアの開発を行っております。

　当社グループが属する画像認識ソフトウェア業界におきましては、あお

り運転や高齢運転者による交通事故が社会課題となる中、自動車向

け先進運転支援システム（ ADAS ）、ドライバー監視システム

（DMS）の普及や自動運転技術の実用化に向けて、自動車関連企業

各社がこれらの取り組みを強化しております。また、社会的なデ

ジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が加速しており、少

子高齢化や人口減少といった労働力の課題をAIにより解決する取

り組みも様々な分野で多数行われております。

　こうした環境の中で、当社グループは、量産案件を中心とした新規案件

の獲得及びディープラーニングをはじめとした画像認識技術の研究開発を

積極的に進め、当社ライセンス製品の量産台数は累計で200万台を突破し

ました。また、主力事業であるモビリティ事業に加え、スマートインフラ

事業、DX（AI-OCR）事業へとサービス分野を広げ、事業の拡大を図ってま

いりました。さらに、2023年６月には、今後、益々発展していくと予想さ

れる市場環境の中で成長をより加速させることを目的として、ボッシュ株

式会社との資本業務提携を発表いたしました。

　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高389,705千円（前

連結会計年度比1.8％増）、営業損失23,168千円（前連結会計年度は営業

利益25,677千円）、経常損失25,496千円（前連結会計年度は経常利益

26,753千円）、親会社株主に帰属する当期純損失28,591千円（前連結会計

年度は親会社株主に帰属する当期純利益29,023千円）となりました。
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② 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、19,047千円であ

り、その主なものは建物、工具、器具及び備品であります。

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度の資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はあ

りません。

区 分
第 15 期

(2020年６月期)
第 16 期

(2021年６月期)
第 17 期

(2022年６月期)

第 18 期
(当連結会計年度)
(2023年６月期)

売 上 高(千円) 419,701 260,356 382,688 389,705

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

(千円) 90,800 △62,549 26,753 △25,496

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(千円) 66,537 △62,150 29,023 △28,591

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) 12.62 △11.31 5.27 △5.15

総 資 産(千円) 578,065 544,524 599,459 591,353

純 資 産(千円) 524,227 506,680 568,493 548,841

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

（注）2019年11月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失を算定しております。
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区 分
第 15 期

(2020年６月期)
第 16 期

(2021年６月期)
第 17 期

(2022年６月期)

第 18 期
(当事業年度)

(2023年６月期)

売 上 高(千円) 419,701 260,356 382,688 389,705

経 常 利 益 又 は
経常損失（△）

(千円) 83,987 △64,139 25,905 △26,841

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△）

(千円) 70,269 △63,713 28,207 △29,867

１株当たり当期純利益
又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

(円) 13.33 △11.59 5.12 △5.38

総 資 産(千円) 580,486 546,126 595,683 586,171

純 資 産(千円) 522,204 501,610 559,727 539,204

②当社の財産及び損益の状況

（注）2019年11月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失を算定しております。

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

北京飛澈科技有限公司 10,000千円 100％ 画像認識ソフトウェア開発事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

① 開発体制の強化

　安定的かつ着実な事業拡大を図る上では、既存顧客との契約を継続する

ことや、案件数等が増加した場合においても、収益性を高水準に維持し、

かつ顧客に提供するサービスのパフォーマンスを維持・向上することが重

要であると考えております。

　そこで当社グループは、優秀な人材を積極的に採用するとともに、開発

プロセスを継続的に見直し、社内におけるノウハウの共有や教育訓練等を

実施することで、より強固な開発体制の構築に努めてまいります。

② 内部管理体制の強化

　当社グループは成長段階にあり、企業価値の向上、業務運営の効率化、

リスク管理のために内部管理体制の強化が重要な課題であると考えており

ます。

　そこで当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実、バックオフ

ィス業務の整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するため、より強

固な内部管理体制の構築に取り組んでまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

画像認識ソフトウェ
ア 開 発 事 業

画像認識ソフトウェアの企画、開発等

(5) 主要な事業内容（2023年６月30日現在）

本 社 東京都豊島区

北京飛澈科技有限公司 中華人民共和国 北京市

(6) 主要な事業拠点（2023年６月30日現在）

① 当社

② 子会社
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従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

26（18）名 ４名増（４名増）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

26（15）名 ４名増（３名増） 34.6歳 2.7年

(7) 従業員の状況（2023年６月30日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は最近１年間の平均人員を（　）内に

外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は最近１年間の平均人員を（　）内に

外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2023年６月30日現在）

　該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 20,000,000株

② 発行済株式の総数 5,555,852株

③ 株主数 3,554名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

曹 暉 1,393,500株 25.10％

王 潞 898,700 16.19

脇 健 一 郎 810,500 14.60

ＨＵＩＺＨＯＵ ＤＥＳＡＹ ＳＶ ＡＵ
ＴＯＭＯＴＩＶＥ ＣＯ．，ＬＴＤ．

528,000 9.51

高 久  淳 41,300 0.74

ＭＯＲＧＡＮ ＳＴＡＮＬＥＹ ＆ 
ＣＯ．ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡ
Ｌ  Ｐ Ｌ Ｃ

33,900 0.61

野 村 證 券 株 式 会 社 33,100 0.60

寺 田  康 雄 31,000 0.56

服 部  徹 也 30,900 0.56

長 瀬  泰 28,500 0.51

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

株　式　数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 11,100株 １名

社外取締役 － －

監査役 － －

⑥ その他株式に関する重要な事項

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2023年６月30日現在）

④ 大株主

（注）持株比率は自己株式（3,881株）を控除して計算しております。

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２．(3)④　取締役及び監査役の

報酬等」に記載しております。

    該当事項はありません。
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第２回新株予約権 第３回新株予約権

発 行 決 議 日 2019年１月25日 2019年６月21日

新 株 予 約 権 の 数 263個
　

790個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 789株
(新株予約権１個につき３株)

　

普通株式 2,370株
(新株予約権１個につき３株)

　

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権と引換えに払い
込みは要しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
3,000円

(１株当たり　1,000円)
　

新株予約権１個当たり
3,000円

(１株当たり　1,000円)
　

権 利 行 使 期 間
2021年１月26日から
2029年１月25日まで

2021年６月22日から
2029年６月21日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 263個
目的となる株式数 789株
保有者数 １名
　

新株予約権の数 790個
目的となる株式数 2,370株
保有者数 １名
　

社 外 取 締 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

(2) 新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

（注）１．①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、原則と

して権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業員

の地位を有していなければならない。

②本新株予約権者は、上場日を基準として、以下の割合を上限に段階的に本新

株予約権を行使することができる。

ⅰ．上場日から１年以内　　　　 40％

ⅱ．上場日から２年以内　　　　 60％

ⅲ．上場日から３年以内　　　　 80％

ⅳ．上場日から３年後の日以降　100％

２．2019年11月30日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

すが、上記新株予約権の目的となる株式数及び新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額は、当該株式分割後の株式数及び価額を記載しております。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長
C E O

脇  健 一 郎 北京飛澈科技有限公司　執行董事

代 表 取 締 役 C T O 曹  暉 当社　開発部長

取 締 役 C F O 立 花 　 嵩 大 北京飛澈科技有限公司　監事

取 締 役 奥 田 　 高 志

鬼怒川ゴム工業株式会社　取締役
オーシャンアソシエイツ合同会社　代表社
員
株式会社ライズ・コンサルティング・グル
ープ　社外取締役

常 勤 監 査 役 福 田  勝 美 株式会社アプレ　社外監査役

監 査 役 安 藤  広 人
Data&Intelligence株式会社　代表取締役
MIRAI-LABO株式会社　社外取締役（監査等
委員）

監 査 役 佐 野  高 志 株式会社図研　社外取締役

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2023年６月30日現在）

（注）１. 取締役奥田高志氏は、社外取締役であります。

２. 常勤監査役福田勝美氏、監査役安藤広人氏及び佐野高志氏は、社外監査役であ

ります。

３. 常勤監査役福田勝美氏は、銀行におけるファイナンス業務や事業会社における

管理業務に関する豊富な経験及び事業会社の監査役経験により、コーポレート

ガバナンスに関する高い見識等を有しております。

４. 監査役安藤広人氏は、弁護士として企業法務に精通し、その専門家としての豊

富な経験、法律に関する高い見識等を有しております。

５. 監査役佐野高志氏は、公認会計士として企業会計に精通し、その専門家として

の豊富な経験、財務及び会計に関する高い知見を有しております。

６. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としてお

ります。
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③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、当社の取締役、監査役及び子会社役員（当

事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者とする、会社法第430

条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料

は全額当社が負担しております。

　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の

執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることに

よって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するも

のであります。

　なお、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因

する損害は填補されない等、役員等賠償責任保険契約において保険会社が

免責されるべき事由として規定されている事由のある場合には保険が適用

されないとすることで会社役員の職務の執行の適正性が損なわれないよう

にするための措置を講じております。

④ 取締役及び監査役の報酬等

１. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　当社は、取締役会決議により、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針を定めております。その概要は、株主総会で決議された報酬限度額

の範囲内において、会社全体の業績、業績に対する個々人の貢献度等を勘

案して年額を決定しております。取締役（社外取締役を除く。）の報酬

は、固定の基本報酬（金銭報酬）及び株式報酬で構成されております。社

外取締役については、その職務に鑑み、固定の基本報酬（金銭報酬）のみ

で構成されております。

２. 監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針

　監査役の報酬は、経営に対する独立性及び客観性を重視する視点から金

銭報酬のみで構成され、各監査役の報酬額は、監査役の協議によって決定

しております。

３. 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の金銭報酬の額は、2019年９月26日開催の第14回定時株主総会に

おいて、年額200,000千円以内（うち、社外取締役分は年額30,000千円以

内。ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当

該株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、社外取締役は１名）で
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あります。また、当該金銭報酬とは別枠で、2022年９月29日開催の第17回

定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対する譲

渡制限付株式の割当のための報酬枠として、年額50,000千円以内と決議い

ただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は４名（うち、

社外取締役は１名）であります。

　監査役の金銭報酬の額は、2019年９月26日開催の第14回定時株主総会に

おいて、年額30,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終

結時点の監査役の員数は３名であります。

４. 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　当社においては、2022年９月29日開催の取締役会決議に基づき、代表取

締役社長CEOである脇健一郎に取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決

定する権限を委任しております。

　これらの権限を委任した理由は、当社グループ全体の経営状況を俯瞰し

つつ各取締役の担当領域や職責の評価を行うには代表取締役社長CEOであ

り、かつ当社の創業者でもある脇健一郎が最も適すると判断したためであ

ります。
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区 分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる

役員の員数
（名）基本報酬 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

52,866
（3,600）

45,839
（3,600）

7,026
（－）

4
（1）

監 査 役
（うち社外監査役）

11,790
（11,790）

11,790
（11,790）

－
（－）

3
（3）

合 計
（うち社外役員）

64,656
（15,390）

57,629
（15,390）

7,026
（－）

7
（4）

５. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）非金銭報酬等については、2022年９月29日開催の第17回定時株主総会の決議におい

て導入した譲渡制限付株式報酬制度に基づき、当事業年度中に費用計上した額を記

載しております。

６. 当事業年度に係る取締役の個人別報酬等の内容が決定方針に沿うもの

であると判断した理由

　当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、

取締役会の委任に基づき代表取締役社長CEOである脇健一郎が決定したも

のでありますが、取締役会としましては、過年度の報酬等とも比較して当

社の業績や当該業績に対する個々人の貢献を踏まえたものとなっているこ

となど同方針との整合性を含めた多角的な検討を行い、当社の決定方針に

沿うものであると判断しております。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 奥 田 高 志

当事業年度に開催された取締役会13回のうち全てに出席

いたしました。出席した取締役会において、会社経営全

般に関する豊富な経験と幅広い見識から、適宜発言を行

っております。

常勤
監査役

福 田  勝 美

当事業年度に開催された取締役会13回及び監査役会12回

の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査

役会において、他社での財務・会計等に関する豊富な経

験と高い見識から、適宜発言を行っております。

監査役 安 藤  広 人

当事業年度に開催された取締役会13回及び監査役会12回

の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査

役会において、主に法務・知的財産等に関し、弁護士と

しての専門的見地から適宜発言を行っております。

監査役 佐 野  高 志

当事業年度に開催された取締役会13回及び監査役会12回

の全てに出席いたしました。出席した取締役会及び監査

役会において、主に財務・会計等に関し、公認会計士と

しての専門的見地から適宜発言を行っております。

⑤ 社外役員に関する事項

他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役奥田高志氏は、鬼怒川ゴム工業株式会社の取締役、オーシャン

アソシエイツ合同会社の代表社員、株式会社ライズ・コンサルティン

グ・グループの社外取締役であります。当社と各兼職先との間には特

別の関係はありません。

・監査役安藤広人氏は、Data&Intelligence株式会社の代表取締役、

MIRAI-LABO株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。当社と

各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役佐野高志氏は、株式会社図研の社外取締役であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

　当事業年度における主な活動状況

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,028千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

26,028

(4) 会計監査人の状況

① 名称　　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。
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３. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、剰余金の配当につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化の

ために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくこ

とを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針

としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株

主総会、中間配当については取締役会であります。

　しかしながら、当社は現在、成長過程にあると考えており、内部留保の充実

を図り、将来の事業展開及び経営体質の強化のための投資等に充当し、なお一

層の事業拡大を目指すことが、株主に対する最大の利益還元につながると考え

ております。将来的には、各期の経営成績及び財政状態を勘案しながら株主に

対して利益還元を実施していく方針ではありますが、現時点において配当実施

の可能性及びその実施時期等については未定であります。

　なお、当社は、取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。
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４. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、取締役会決議によって「内部統制の整備に関する基本方針」を定

め、当該方針に基づき、各種社内規程等を整備するとともに規程遵守の徹底を

図り、内部統制システムが有効に機能する体制を確保しております。また、内

部統制システムが有効に機能していることを確認するため、内部監査室による

内部監査を実施しております。

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、グループ全体のコンプライ

アンス体制の構築、維持、整備にあたる。

　取締役は、使用人が適切に行動するために当社グループ全体へ法令、定

款、「フィーチャグループ行動規範」及び各規程を周知徹底させるととも

に、問題点の把握と改善に努める。

　代表取締役直轄の内部監査室を設置し、当社グループ全体の法令、定款、

コンプライアンス体制の問題の有無を調査し、代表取締役社長に報告する。

　法令違反、不正行為が行われたことを認知した場合、「内部通報規程」の

定めにより、当社及びグループ会社の使用人は、内部通報窓口等に通報する

義務を負い、当社及びグループ会社は通報した使用人に対して当該通報をし

たことを理由とする不利益な取り扱いを行わない。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理を総括する責任部署を管理

部とする。重要な会議の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報の保存及

び管理は法令及び「文書管理規程」に従い、定められた期間中、厳正に当該

情報を文書又は電磁的媒体に記録し整理・保存する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程及びその他体制

　グループ全体のリスク管理については、当社取締役会にて、当社の成長規

模、市場の変化に即し、リスクの想定や回避、対応策の検討及び危機発生時

の管理体制の整備を行う。

　経営危機発生が疑われる時は、「経営危機管理規程」に基づき管理部長が

内容を集約し代表取締役社長に報告する。代表取締役社長が経営危機に該当

するかを判断し、経営危機と判断した場合には、代表取締役社長が対策本部

長となり、管理部長を事務局長とした経営危機対策本部を設置してこれに対

応する。

－ 17 －



(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　代表取締役社長は、自らが取締役の職務の効率性に関しての総括責任者と

なり、中期経営計画に基づき、グループ会社が目標に対して職務執行を効率

的に行うよう監督する。

　当社及びグループ会社の取締役ほか部門責任者は「組織規程」、「業務分

掌規程」、「職務権限規程」に基づき、経営計画における各部門が実施すべ

き具体的な施策及び効率的な職務執行体制を決定する。

　総括責任者である代表取締役社長は月に1回開催される定例取締役会及び

適宜開催される臨時取締役会において、取締役のほか必要に応じて部門責任

者に対して定期的に職務執行に関して報告させるとともに、効率的な職務執

行を行うために問題の把握と改善に努める。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　当社は、グループ会社の「経営管理方針」に基づき、グループ会社の業務

遂行を指導、支援及び監督する。取締役会がグループ全体の業務執行機関と

して意思決定を行い、全体最適の観点から経営資源の配置・配分を決定し、

当社グループの企業価値の向上を図る。

　当社は、グループの「内部監査方針」に基づき、内部監査室がグループ全

体の監査を定期的に実施することができるよう体制を整備し、必要に応じて

内部監査室と監査役が連携し業務の適正の確保を図る。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及

び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役は、必要に応じてその職務を補助すべき者を置くことを求めること

ができる。また、取締役会は監査役と協議の上、補助すべき者を指名するこ

とができる。

　監査役が指定する補助すべき期間中は監査役が当該補助すべき者に対する

指揮権を持ち、取締役の指揮命令は受けないものとし、その人事異動、人事

考課、懲戒に関しては監査役の事前の同意を得るものとする。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に

関する体制、監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　監査役は社内会議の全てに出席できるものとし、取締役及び使用人から

「監査役監査規程」に従って、内部統制システムの整備に関わる部門の活動

状況、重要な会計方針・会計基準及びその変更、業績及び業績見込みの発表

内容、適時開示情報、内部通報制度の運用状況、重要な意思決定プロセスや

業務執行状況を示す社内稟議書及び各種申請書、重要な契約の内容などの報

告を適宜受けるものとする。

　当社及びグループ会社は、監査役に報告した者に対して当該報告をしたこ

とを理由とする不利な取り扱いを行わない。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

項

　当社及びグループ会社の取締役は、取締役及び使用人が監査役監査に対す

る理解を深め、監査役監査が実効的に行われることを確保する。

　監査役は代表取締役社長との間に意見交換会を開催し、内部監査室との連

携を図って適切な意思疎通及び効果的な監査体制を構築する。

　監査役は監査の実施にあたり必要と認めるときは、会社の顧問弁護士とは

別の弁護士その他外部専門家を自らの判断で起用することができるものとす

る。また、当社は、かかる起用に関する費用又は債務について監査役の職務

の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用又は債務を速やかに

処理する。

(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び

団体とは一切関わりを持たず、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、

毅然とした態度で臨むものとする。

　対応統括部署を中心に、弁護士、警察等の外部専門機関と連携、情報を収

集し、反社会的勢力排除のための社内体制の整備を推進する。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 504,366 流 動 負 債 42,511

現 金 及 び 預 金 416,506 未 払 金 27,315

売掛金及び契約資産 66,735 未 払 費 用 1,850

仕 掛 品 26 未払法人税等 2,720

前 払 費 用 20,264 未払消費税等 6,076

そ の 他 833 契 約 負 債 2,291

預 り 金 2,256

固 定 資 産 86,986

有 形 固 定 資 産 23,871

建 物 15,353 負 債 合 計 42,511

工具、器具及び備品 8,518 （純資産の部）

株 主 資 本 546,097

無 形 固 定 資 産 1,597 資 本 金 290,078

ソ フ ト ウ エ ア 1,597 資 本 剰 余 金 273,768

利 益 剰 余 金 △17,726

投資その他の資産 61,516 自 己 株 式 △23

長 期 前 払 費 用 5,666
その他の包括利益
累 計 額

2,744

繰 延 税 金 資 産 2,606 為替換算調整勘定 2,744

敷 金 及 び 保 証 金 53,243 純 資 産 合 計 548,841

資 産 合 計 591,353 負 債 純 資 産 合 計 591,353

連 結 貸 借 対 照 表

（2023年６月30日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 389,705

売 上 原 価 105,643

売 上 総 利 益 284,062

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 307,231

営 業 損 失 △23,168

営 業 外 収 益

受 取 利 息 46

雑 収 入 8 55

営 業 外 費 用

為 替 差 損 313

株 式 報 酬 費 用 2,069 2,383

経 常 損 失 △25,496

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △25,496

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 605

法 人 税 等 調 整 額 2,489 3,094

当 期 純 損 失 △28,591

親会社株主に帰属する当期純損失 △28,591

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株主資本合

計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 285,394 269,084 10,865 － 565,344

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 4,684 4,684 9,368

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失

△28,591 △28,591

自 己 株 式 の 取 得 △23 △23

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 4,684 4,684 △28,591 △23 △19,246

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 290,078 273,768 △17,726 △23 546,097

その他の包括利益
累 計 額

純 資 産 合 計
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,149 3,149 568,493

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 9,368

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失

△28,591

自 己 株 式 の 取 得 △23

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△405 △405 △405

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △405 △405 △19,651

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,744 2,744 548,841

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 489,533 流 動 負 債 46,966

現 金 及 び 預 金 402,181 未 払 金 32,498

売掛金及び契約資産 66,735 未 払 費 用 1,172

仕 掛 品 26 未払法人税等 2,670

前 払 費 用 19,756 未払消費税等 6,076

そ の 他 833 契 約 負 債 2,291

預 り 金 2,256

固 定 資 産 96,637

有 形 固 定 資 産 23,871 負 債 合 計 46,966

建 物 15,353 （純資産の部）

工具、器具及び備品 8,518 株 主 資 本 539,204

資 本 金 290,078

無 形 固 定 資 産 1,597 資 本 剰 余 金 273,768

ソ フ ト ウ エ ア 1,597 資 本 準 備 金 273,768

利 益 剰 余 金 △24,619

投資その他の資産 71,167 その他利益剰余金 △24,619

関 係 会 社 株 式 10,000 繰越利益剰余金 △24,619

長 期 前 払 費 用 5,666 自 己 株 式 △23

繰 延 税 金 資 産 2,606

敷 金 及 び 保 証 金 52,894 純 資 産 合 計 539,204

資 産 合 計 586,171 負 債 純 資 産 合 計 586,171

貸　借　対　照　表

（2023年６月30日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 389,705

売 上 原 価 105,643

売 上 総 利 益 284,062

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 308,277

営 業 損 失 △24,214

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4

雑 収 入 0 5

営 業 外 費 用

為 替 差 損 562

株 式 報 酬 費 用 2,069 2,631

経 常 損 失 △26,841

税 引 前 当 期 純 損 失 △26,841

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 536

法 人 税 等 調 整 額 2,489 3,025

当 期 純 損 失 △29,867

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

株 主 資 本

純 資 産
合 　 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 285,394 269,084 269,084 5,248 5,248 － 559,727 559,727

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 4,684 4,684 4,684 9,368 9,368

当 期 純 損 失 △29,867 △29,867 △29,867 △29,867

自己株式の取得 △23 △23 △23

当期変動額合計 4,684 4,684 4,684 △29,867 △29,867 △23 △20,522 △20,522

当 期 末 残 高 290,078 273,768 273,768 △24,619 △24,619 △23 539,204 539,204

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 飯 塚 　 徹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 辻 本 慶 太

独立監査人の監査報告書

２０２３年８月２４日

フィーチャ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、フィーチャ株式会社の２０
２２年７月１日から２０２３年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、フィーチャ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、２０２３年６月２日開催の取締役
会において、第三者割当による新株式の発行を決議し、２０２３年７月６日に払込が完
了している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た

連結計算書類に係る会計監査報告
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知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項
が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
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示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 飯 塚 　 徹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 辻 本 慶 太

独立監査人の監査報告書

２０２３年８月２４日

フィーチャ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、フィーチャ株式会社の２
０２２年７月１日から２０２３年６月３０日までの第１８期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、２０２３年６月２日開催の取締役会に
おいて、第三者割当による新株式の発行を決議し、２０２３年７月６日に払込が完了してい
る。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、２０２２年７月１日から２０２３年６月３０日までの第１

８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告

書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計

監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。

（2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いた

しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事

業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会

社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと

して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（２００５年１０月２８日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ

て説明を求めました。

監査役会の監査報告
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常 勤 監 査 役 福 田 勝 美 ㊞

監 査 役 安 藤 広 人 ㊞

監 査 役 佐 野 高 志 ㊞

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし　　

た。

２. 監査の結果

（1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

（2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

２０２３年８月２４日

フ ィ ー チ ャ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

　

以　上
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

１

そう    き

曹  暉

（1977年12月30日）

2007年４月 国立研究開発法人理化

学研究所入所

2008年１月 株式会社豊田中央研究

所入社

2010年10月 アキュートロジック株

式会社入社

2012年８月 クワンタービュー株式

会社（現当社）入社

2013年11月 クワンタービュー株式

会社（現当社）取締役

就任

2017年７月 当社代表取締役CTO就

任（現任）

1,393,500株

２

わき   けんいちろう

脇  健 一 郎

（1960年12月４日）

1986年４月 キヤノン株式会社入社

2000年10月 株式会社プラザクリエ

イト入社

2003年10月 アキュートロジック株

式会社入社

2007年11月 株式会社ジェテック入社

2009年５月 クワンタービュー株式

会社（現当社）代表取

締役就任

2017年７月 当社代表取締役社長

CEO就任（現任）

2019年11月 北京飛澈科技有限公司

執行董事就任（現任）

810,500株

株主総会参考書類

第１号議案 取締役５名選任の件

　現任の取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了とな

ります。つきましては、経営体制の強化のため１名を増員し、取締役５

名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

３

たちばな   たかひろ

立 花  嵩 大

（1991年６月20日）

2014年４月 有限責任 あずさ監査

法人入所

2016年７月 公認会計士登録

2018年７月 当社入社

2019年７月 当社管理部長就任

2021年１月 北京飛澈科技有限公司

監事就任（現任）

2021年１月 当社執行役員CFO就任

2021年９月 当社取締役CFO就任

（現任）

11,125株

４

おくだ      たかし

奥 田  高 志

（1963年３月22日）

1986年４月 株式会社三和銀行（現

株式会社三菱UFJ銀

行）入行

1998年７月 GEキャピタルジャパン

入社

2007年７月 GEキャピタルリーシン

グ株式会社代表取締役

社長就任

2010年２月 日本GE株式会社専務執

行役員就任

2011年９月 オーシャンアソシエイ

ツ合同会社代表社員就

任（現任）

2011年12月 株式会社LIXIL常務執行

役員事業開発担当就任

2017年６月 鬼怒川ゴム工業株式会社

取締役監査等委員就任

2019年６月 同社代表取締役副社長

就任

2021年７月 同社取締役就任（現任）

2021年９月 当社社外取締役就任

（現任）

2023年２月 株式会社ライズ・コンサ

ルティング・グループ社

外取締役就任（現任）

－
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

※５

フリードリッヒ ワーグナー

Friedrich Wagner

（1957年１月21日）

1977年７月 ヘッセン州立銀行入行

1985年９月 B.Braun Melsungen 

AG、Germany入社

1987年10月 B.Braun Biotech 

Co.,Ltd., Japan入社

1992年４月 B.Braun Japan 

Co.,Ltd.入社

1997年９月 Bosch Packaging 

Technology, Germany

入社

1999年２月 Bosch Packaging 

Technology Co., 

Ltd., Japan入社

2003年５月 Robert Bosch LLC, 

USA入社

2004年10月 Bosch Automotive 

Systems, Japan入社

2007年７月 ボッシュ株式会社入社

Senior Managing 

Director就任

2011年７月 Robert Bosch Car 

Multimedia GmbH, 

Hildesheim, 入社

GermanySenior Vice 

President就任

2016年２月 ボッシュ株式会社

Executive Vice 

President就任

2022年７月 FWagner Consulting設

立（現任）

－
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（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．奥田高志氏及びFriedrich Wagner氏は、社外取締役候補者でありま

す。なお、当社は奥田高志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として届け出ており、本議案が承認され、同氏の再任が承認さ

れた場合は、引き続き独立役員となる予定であります。また

Friedrich Wagner氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要

件を満たしており、同氏の選任が承認された場合は、当社は同氏を

新たに独立役員として届け出る予定であります。

４．奥田高志氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役

としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

５．奥田高志氏は、企業経営における豊富な経験と幅広い見識を有して

いることから、当社の経営を監督していただくとともに、当社の経

営全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化

に寄与していただくため、引き続き社外取締役として選任するもの

であります。

６．Friedrich Wagner氏は、長年にわたる自動車関連業界での豊富な経

験と幅広い見識を有していることから、当社の経営を監督していた

だくとともに、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポ

レート・ガバナンス強化に寄与していただくため、社外取締役とし

て選任するものであります。

７．当社は、奥田高志氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額としており、本議案が承認され、同氏

の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

また、Friedrich Wagner氏の選任が承認された場合は、同氏との間

で当該責任限定契約を締結する予定です。

８．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役

員等賠償責任保険契約を締結しております。本議案が原案どおり承

認され、各候補者が再任又は選任が承認された場合には、各候補者

は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当

該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており

ます。
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候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

１

ふくだ     かつよし

福  田  勝  美

（1955年10月５日）

1980年４月 株式会社第一勧業銀行（現

株式会社みずほ銀行）入行

1997年２月 オランダ第一勧業銀行

副総支配人就任

2005年４月 株式会社みずほコーポレ

ート銀行（現株式会社み

ずほ銀行）サンパウロ駐

在員事務所所長就任

2010年６月 山下ゴム株式会社執行

役員管理本部長就任

2014年６月 山下ゴム株式会社常勤

監査役就任

2018年６月 日本道路株式会社監査

役就任

2018年９月 当社常勤監査役就任（現任）

2022年９月 株式会社アプレ社外監

査役就任（現任）

－

２

あんどう    ひろひと

安 藤 広 人

（1975年５月18日）

2004年10月 弁護士登録（第一東京

弁護士会所属）

2004年10月 弁護士法人英知法律事

務所入所

2019年１月 当社監査役就任（現任）

2019年３月 ファイ法律事務所パー

トナー就任（現任）

2021年１月 MIRAI-LABO株式会社 

取締役（監査等委員）

就任（現任）

2021年12月 株式会社data & intelligence

代表取締役就任（現任）

－

第２号議案 監査役３名選任の件

　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

す。つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

－ 37 －



候補者

番号

氏　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

※３

ふじわら    くみこ

藤 原  久 美 子

（1975年10月３日）

2000年10月 朝日監査法人（現有限

責任 あずさ監査法

人）入所

2004年５月 公認会計士登録

2008年７月 藤原公認会計士事務所

設立

2021年11月 and factory株式会社

常勤社外監査役就任

（現任）

2022年10月 スプリームシステム株

式会社社外監査役就任

（現任）

－

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．福田勝美氏、安藤広人氏及び藤原久美子氏は、社外監査役候補者で

あります。なお、当社は福田勝美氏及び安藤広人氏を東京証券取引

所の定めに基づく独立役員として届け出ており、本議案が承認さ

れ、福田勝美氏及び安藤広人氏の再任が承認された場合は、引き続

き独立役員となる予定です。また藤原久美子氏は東京証券取引所の

定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認さ

れた場合は、当社は同氏を新たに独立役員として届け出る予定であ

ります。

４．福田勝美氏及び安藤広人氏は、現在、当社の社外監査役であります

が、それぞれの社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時を

もって福田勝美氏が５年、安藤広人氏が４年８か月となります。

５．福田勝美氏は、企業経営にかかわる豊富な経験と高い見識を有して

おり、その知識と経験に基づいた有益な助言をいただき、当社の監

査役として職務を適切に遂行できるものと判断したためでありま

す。なお、同氏は会社経営に関与したことはありませんが、上記の

理由により、引き続き社外監査役としての職務を適切に遂行できる

と判断いたしました。
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６．安藤広人氏は、弁護士としての法的視点及び幅広い見識と情報関連

法務の分野を中心に法令及びリスク管理等に係る豊富な業務経験を

有しており、当社の監査役として職務を適切に遂行できるものと判

断したためであります。なお、同氏は会社経営に関与したことはあ

りませんが、上記の理由により、引き続き社外監査役としての職務

を適切に遂行できると判断いたしました。

７．藤原久美子氏は、公認会計士資格保有者であり、財務及び会計に関

する豊富な経験と知識を有していることから、その豊富な経験と幅

広い見識を活かし、当社の監査役として職務を適切に遂行できるも

のと判断したためであります。なお、同氏は会社経営に関与したこ

とはありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を

適切に遂行できると判断いたしました。

８．当社は、福田勝美氏及び安藤広人氏との間で会社法第427条第１項の

規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、本議案が

承認され、福田勝美氏及び安藤広人氏の再任が承認された場合は、

当該契約を継続する予定であります。また、藤原久美子氏の選任が

承認された場合は、同氏との間で当該責任限定契約を締結する予定

です。

９．当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役

員等賠償責任保険契約を締結しております。本議案が原案どおり承

認され、各候補者が再任又は選任が承認された場合には、各候補者

は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当

該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており

ます。

以　上
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会場：東京都豊島区東池袋三丁目１番３号
サンシャインシティ　ワールドインポートマートビル５階
サンシャインシティ　コンファレンスルーム　Room15

交通 池袋駅 35番出口より 徒歩約８分
（JR・東京メトロ・西武線・東武線）
東池袋駅 ６・７番出口より徒歩約３分
（東京メトロ有楽町線）
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